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要旨  
 

経営学におけるプラットフォーム論研究において、その分析対象やプラットフォームの

捉え方が多様化している。本稿においてはその系譜と現状を整理することを意図し、プラ

ットフォーム論研究の系譜を、（1）プラットフォーム技術・部品論、（2）プラットフォ

ーム製品論：基盤型 PF 論、（3）プラットフォーム製品論：媒体型 PF 論の 3 つの流れと

して整理する。文献レビューを通じて、プラットフォーム技術・部品論に関しては自動車

の製品開発研究を出自とした製品開発におけるプラットフォーム戦略が研究の流れの中心

であること、基盤型 PF 論はプラットフォーム・リーダーシップとそれに関連したエコシ

ステム論の議論が重要な位置づけを占めること、そして、媒体型 PF 論はプラットフォー

ム・ビジネスを対象とした研究と Two-Sided Platform 戦略に関する研究が大きな 2 つの

流れであることを示す。加えて、プラットフォーム製品論における基盤型 PF 論と媒体型

PF 論との融合、社会プラットフォーム論への展開、の 2 つを今後のプラットフォーム論

の発展方向の例として提示する。  
 

キーワード  
プラットフォーム技術・部品論、プラットフォーム製品論、基盤型プラットフォーム、媒

体型プラットフォーム、プラットフォーム・リーダーシップ、エコシステム、プラットフ

ォーム・ビジネス、社会プラットフォーム論  

 
注：2009 年 9 月更新において、「基盤型製品・サービス論」を「基盤型 PF 論」、「メディ

ア論」を「媒体型 PF 論」に用語変更した。  
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Ⅰ．はじめに  
 

 本稿は、「プラットフォーム（以下、適宜「PF」とも表記）」概念をキーにした主に経営

学における研究の系譜を整理し、今後の研究の展望を示すものである。  

 プラットフォーム論には、後述するように、大きく分けてプラットフォーム技術・部品

論とプラットフォーム製品論がある。前者のプラットフォームは、「製品構成・展開上の共

通根幹技術」あるいは「多様な製品に使われるモジュール化された共通部品」のことであ

る。後者が対象とするプラットフォームは、「他プレイヤー（企業等、消費者）が提供する

製品・サービス・情報と一緒になって、初めて価値を持つ製品・サービス」のことである。

前者と後者は、多様な製品・サービスの基盤になるという意味では共通する。  

「プラットフォーム」という用語はもともと、水平面や台地を意味するフランス語

‘plate-forme’が語源であるが 1、その後、演説用の壇や舞台あるいは鉄道の駅における乗降

場所などの意味で日常的に使用されるようになったものである。この用語がより専門的な

意味で広く認識されているものとして、コンピュータ業界における使用法がある。当該業

界においてプラットフォームとは「コンピュータ・システムの基盤となるハードウェアあ

るいはソフトウェア」（日経 BP 社出版局編集 , 2004, p. 270）という意味の用語として用

いられており、われわれが想起しやすい例としては「Windows など OS（オペレーティン

グ・システム）は＜アプリケーションソフトウェアが動くためのプラットフォーム＞」が

あげられよう。  

そして、経営学の分野においてはこれら従来の用語の意味から転じて、事業や製品・サ

ービスの競争優位性や企業間ネットワークにおける価値創造のメカニズムを考察する視座

として、プラットフォーム概念を扱った研究の蓄積が進んでいる。研究は、さまざまな対

象、範囲においてなされており、ひとえに「プラットフォーム論」といってもその指し示

す意味は多様である。  

研究対象を見ると、製品開発研究においてプラットフォーム概念に着目するものは多く

（Meyer, 1997; McGrath, 2000; Muffatto and Roveda, 2000）、中でも特に自動車産業を

対象とした研究においてプラットフォームという概念は一般的なものとなっている

（Suarez and Cusumano，2009） 2。また、コンピュータ業界におけるプラットフォーム

製品・サービスを対象としたものや（出口 , 1993; Gawer and Cusumano, 2002; Cusumano, 

2004）、ネットビジネスにおける仲介業者を対象としたもの（國領 , 1995, 1999; 根来・木

村 , 2000; Eisenmann, Parker and Van Alstyne, 2006）など、IT 産業を対象とした研究も

多い。これらの多くは、製品・サービスやその部品を対象にしたものであるが、近年にお

いては、地域情報化や SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）のような社会的

なコミュニケーション・インフラを対象として、社会における価値創造をプラットフォー

ム概念によって論じる研究も存在する（國領 , 2006a, 2006b, 2011）。  

プラットフォーム論研究は、その研究対象の特性に従っていくつかの側面に整理するこ

とが可能である。例えば、延岡（2006）はプラットフォームを、（1）業界プラットフォー

                                                  
1 SPACE ALC 英語  ‘plateau’：http://home.alc.co.jp/db/owa/etm_sch?unum=5940&rnum=409&stg=2
（2011 年 4 月 21 日アクセス）  
2 例えば、自動車の車体（シャーシ）など製品の共通部品となるものをプラットフォームと呼ぶ。  
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ム（「中核技術・部品、補完技術・部品、ソフトウェアなどを統合するための業界標準とそ

の設計コンセプト」（p. 135））、（2）技術プラットフォーム（「特定の分野における独自の

要素技術の集まり」（pp. 135-136））、（3）製品プラットフォーム（「商品の構造（アーキテ

クチャ）と、とくにその中での設計基盤」（p. 136））、の 3 つに分類している。この分類は、

主に製品戦略や研究開発・技術戦略を対象とした「製品の機能と設計思想」に着目した分

類であるといえる。また、國領（2011）はプラットフォームを、共通要素としてのプラッ

トフォームと、つながり（創発）の媒介としてのプラットフォーム、の 2 つの側面から捉

える。前者は Windows OS のような情報システムにおける互換性の中核をになう存在を対

象とするもので、延岡のいう業界プラットフォームに近い考え方である。一方後者は、イ

ンターネットの進展が可能とした多様な要素の結合を可能とする「つながりの媒介」（國

領 ,2011, p. 222）に着目するものであり、具体的にはネットオークションサービスのよう

なネットビジネスにおける仲介業者が対象となる。  

 本稿の問題意識は、経営学におけるプラットフォーム論研究において、上記でみたよう

に分析対象やプラットフォームの意味が多様化している現状から出発する。これまでプラ

ットフォーム論研究の起源とそこからの発展状況とを整理した研究はいくつか存在するが

（Suarez and Cusumano，2009; 田中 , 2010; 小見 , 2011）、  それらは、プラットフォー

ムの特定の側面に焦点を当てたものや、プラットフォームの多様な側面を混在させて語っ

ており、概念整理自身が不十分であったと考える。  

そこで本稿においては、文献レビューを通じてプラットフォーム論研究の系譜を、研究

対象の機能的側面ごとに整理した上で、今後の研究の展望を示すことを目的とする。それ

によって、経営学におけるプラットフォーム論研究の全体像と現在の研究の最前線を明ら

かにできるものと考える。  

 

 

Ⅱ．経営学におけるプラットフォーム論の分類 

 

 上述の通り、経営学におけるプラットフォーム論は、分析対象のプラットフォームの持

つ機能的側面に着目して分類がなされてきた。本稿においては、その流れを踏まえつつ、

さらに根来・加藤（2010）の議論を援用して、経営学におけるプラットフォーム論の分類

を提示する。  

これまでのプラットフォーム論において研究対象となっている製品・サービスを見ると、

そのプラットフォームの共有範囲がクローズドないしは特定少数の企業間にオープンであ

るか、あるいは不特定多数に対してオープンであるかの 2 つに大きく分類できる 3。  

                                                  
3 「クローズド -オープン」という文脈で議論される類似のものとしてモジュール化の議論がある。モ

ジュールとは、工学などにおける設計上の概念で、システムを構成する要素となるものである。また、

モジュール化とは、「それぞれ独立に設計可能で、かつ、全体として統一的に機能するより小さなサブ

システムによって複雑な製品や業務プロセスを構築すること」（Baldwin and Clark, 1997, 邦訳 , 2002, 
pp. 36-37）を指す。プラットフォームとモジュールとは概念的に重なる部分もあるが、両者の違いは、

前者が補完製品・サービスを前提とした議論であることである。すなわち、プラットフォームの共有範

囲がクローズドかオープンかに関わらず、補完製品・サービスを持ったモジュールをプラットフォーム

として捉える。また、より簡易的に、製品・サービスの「ベースとなる機能を提供するモジュール」（末

松 , 2002, p. 224）をプラットフォームと捉える議論も存在する。  
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前者のプラットフォーム論は、例えばディスプレイ技術のような複数のデジタル製品間

を貫くコア技術、あるいは自動車におけるシャーシや AV 機器のプリント回路などを対象

とするものであり、そこでは技術や部品の設計思想や、多様な製品開発の基盤技術や基盤

部品に関する議論がおこなわれてきた。本稿においてはこのプラットフォーム論を「プラ

ットフォーム技術・部品論」と名づける 4。これは、延岡（2006）のいう製品プラットフ

ォームと技術プラットフォームとを含むものであるといえる。  

一方後者の、プラットフォームがオープン化されており、そこに補完業者やユーザーと

いった自社外の不特定多数のプレイヤーが参加してくるような製品・サービスを対象とす

るプラットフォーム論は、「プラットフォーム製品論」といえるものである（根来・加藤 , 

2010）。根来・加藤はこのプラットフォーム製品論は 2 つの側面を持って発展してきたと

する。1 つは基盤型プラットフォーム論と分類されるもので、例えばゲーム機とゲームソ

フト、OS とアプリケーションのように、補完製品・サービスが存在する製品・サービス

を議論の対象とするものである。この立場が対象とするのは、「各種の補完製品やサービス

とあわさって顧客の求める機能を実現する基盤になる製品やサービス」（p. 81）とされる。

この基盤型プラットフォーム論は、延岡（2006）の業界プラットフォームや國領（2011）

の共通要素としてのプラットフォームと議論の対象はほぼ同じだと考えられるが、補完業

者の存在を前提とした顧客にとっての価値実現というプラットフォームの機能面に着目し

ているところが特徴的であるといえる。もう 1 つは、媒体型 5プラットフォーム論と分類さ

れるもので、仲介、決済、コミュニティ機能など、異なるユーザー間の仲介、コミュニケ

ーションや取引の媒介などの機能を持つサービスを対象とするものである。例えばネット

オークションサービスやインターネットコミュニティといったネットサービスはもちろん、

消費者と加盟店との相互作用を媒介するという意味においてクレジットカードや電子マネ

ーなども対象となる。ここでは、「プレイヤーグループ内やグループ間の意識的相互作用の

場を提供する製品やサービス」（根来・加藤 , 2010, p. 81）が議論の範疇に置かれる。これ

は國領（2011）が指摘する、つながりの媒介としてのプラットフォームと同一の問題意識

に立つものである。  

これら研究対象となるプラットフォームの機能的側面の違いに従って、本稿においては、  

経営学におけるプラットフォーム論を、（1）プラットフォーム技術・部品論、（2）プラッ

トフォーム製品論：基盤型 PF 論、（3）プラットフォーム製品論：媒体型 PF 論、の 3 つ

に分類する（図表 1）。そして、各分類における理論的系譜や議論の発展の流れを整理する

こととしたい。  

 

 

 

 

 

                                                  
4 製品開発の基盤に関しては「製品プラットフォーム」という名前も、合理的な用語法と思われるが、

本稿においてはもう 1 つの大きなプラットフォーム論の流れである「プラットフォーム製品論」と名称

を明確に区別するため、「プラットフォーム部品」と呼ぶことにする。  
5 根来・加藤（2010）では「メディア型」という表現を用いているが、本稿においては「メディア」と

いう表現の日常的意味から切り分けるため、「媒体型」という表現を採用する。  
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図表 1 経営学におけるプラットフォーム論の 3 つの対象 

プラットフォーム技術・部品論 プラットフォーム製品論

基盤型PF論 媒体型PF論

プラットフォームの
共有範囲

クローズド： 自社内に限定、ある
いは特定少数のプレイヤーに供給

オープン： 不特定多数のプレイヤーに公開

議論の対象
•多様な製品開発の基盤技術や部品
•技術や部品の設計思想 など

各種の補完製品やサービスと
あわさって顧客の求める機能
を実現する基盤になる製品や
サービス

プレイヤーグループ内やグ
ループ間の意識的相互作用の
場を提供する製品やサービス

代表的事例

•ディスプレイ技術
•不織布技術
•自動車のシャーシ
•AV機器のプリント回路
•かみそりの本体部分

•OS（アプリケーション）
•スマートフォン（アプリ
ケーション、周辺機器）
•ゲーム機（ゲームソフト）
•iTunes（音楽、動画などコ
ンテンツ）

※（）内は補完製品・サービス

•ネットオークション
•インターネットコミュニ
ティ
•予約サイト
•クレジットカード
•電子マネー

 

出所：筆者作成（図内、基盤型 PF 論と媒体型 PF 論の「議論の対象」部分は、根来・加藤（ 2010, p. 81）を参照） 

 

 

Ⅲ．経営学におけるプラットフォーム論の系譜 

 

1．プラットフォーム技術・部品論 

（1）自動車のプラットフォーム共通化を対象とした研究 

プラットフォーム論の中でもプラットフォーム技術・部品論はもともと製品産業を対象

とした研究から出現したものであり（Suarez and Cusumano，2009）、その中でも特に自

動車産業の製品開発を対象とした研究が主たるものであることは先に述べた。その背景に

は、1980 年代から 1990 年代前半における自動車業界のプラットフォーム 6共通化の動き

がある（延岡 , 1996）。顧客ニーズの多様化を受け低コストで多様な商品を連続的に開発す

ることを求められた自動車各社においては、まず 1980 年代から資本関係のある企業間で

のプラットフォームの共有が進み、また 1980 年代後半には欧州企業による複数のブラン

ド間でのプラットフォーム統合が進んだ。そして、1990 年代の前半においては RV 車 7市

場が拡大するにつれ、日本の自動車各社が経営資源の有効活用を目的として、主要な製品

ラインの自動車で使用してきたプラットフォームの RV 車への活用を始めた。  

こういった一連の動きと呼応するように、自動車の製品開発におけるプラットフォーム

共通化を扱った研究が出現した（Wheelwright and Sasser, 1989; Wheelwright and Clark, 

1992; 延岡 , 1996; Meyer and Lehnerd, 1997）。例えば延岡は、Wheelwright and Sasser

                                                  
6 ここで自動車業界のプラットフォームとは、「部品としてはフロアパンとサスペンションシステムを

中心に構成され、自動車の基本構造（architecture）を規定する」（延岡 , 1996, p. 34）ものである。  
7 RV 車とは「レクレーショナルビークル」のことで、ステーションワゴン、ボックスワゴン、オフロ

ード 4WD、セミキャブワゴンを合わせた総称である（延岡 , 1996, p.36）。  
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が提案した複数の製品開発プロジェクトに対応するためのコンセプトであるマルチプロジ

ェクト戦略マップを発展させて、自動車各社がプラットフォームをいかにして複数の製品

開発プロジェクト間に展開していくかに関する議論をおこなっている。これら自動車の製

品開発におけるプラットフォームを対象とした研究群が、プラットフォーム技術・部品論

の初期の研究成果であるといえる。  

 

（2）Meyer を中心としたプラットフォーム戦略／マネジメント研究 

 自動車の製品開発を研究の対象としつつも（Meyer and Utterback, 1993）、プラットフ

ォーム技術・部品論の視点から製品開発マネジメントに関する幅広い議論を展開している

のが Meyer を中心とした研究グループである。彼らは、企業の持続的な成功は１つの製品

にのみ由来することはなく、中核的な製品と派生製品からなる製品群によって支えられて

いるという問題意識を持つ（ Meyer, 1997）。例えば、かみそりを製造するジレット

（Gillette）は、１つの製品によって競争優位を構築しているのではなくて、複数の派生

製品を持ったかみそりの製品群を産み出すことで、競争優位を獲得している。Meyer らは、

その製品群は製品に共通の中核技術の基盤から効率的に創造されることが可能とする。こ

の研究グループではこの中核技術の基盤であるプラットフォームを「派生製品の効率的な

開発、製造のための共通構造を形成するサブシステムとインターフェースの集合体」と捉

えて議論をおこなっている（Meyer and Lopez, 1995; Meyer and Zack, 1996; Meyer and 

Seliger, 1998; Meyer, 1997; Meyer and DeTore, 1999）。  

 Meyer らの研究において扱われている、プラットフォームを「てこ」とした製品開発の

マネジメントは、「商品ライン間の技術的な共通化を戦略的かつシステマティックに行い、

複数の商品開発プロジェクトを統合的に取り扱う戦略とマネジメント」（延岡 , 2006, p. 

137）であり、プラットフォーム戦略およびプラットフォームマネジメントと呼べるもの

である。  

企業がプラットフォーム戦略／マネジメントを推進する目的（メリット）は大きく 3 つ

指摘されている（Eisenhardt and Tabrizi, 1995; McGrath, 2000; Muffatto and Roveda, 

2000; 延岡 , 2006）。第 1 に、製品開発における効率の向上である。プラットフォームを共

有化することによって、コストを抑えつつも、多様な製品を柔軟に開発することが可能と

なる。第 2 に、製品開発における速度向上である。ニーズが多様化しかつ移ろいの早い市

場環境において、企業は連続的に新製品開発をおこなうことによって、激しい企業間競争

を勝ち抜いていくことが求められる。その際にプラットフォームを活用することは、ニー

ズに迅速に対応する製品開発を可能とする。第 3 の目的は、確固たる組織能力の構築であ

る。複数の製品開発がそれぞれ独立してマネジメントされている限り、長期的に持続する

組織能力を構築することは難しい（延岡 , 2006）。複数の製品を貫くプラットフォームを設

計、開発することは、組織能力の構築に寄与する。  

一方で、プラットフォーム戦略／マネジメントの課題も指摘されている。１つは、プラ

ットフォーム自体がそこから産まれる製品群の方向性を制約するということである

（Meyer, 1997; Muffatto and Roveda, 2000）。これは、プラットフォーム戦略／マネジメ

ントの効率性の裏返しであるが、プラットフォームが出発点になるがゆえに、製品開発に

おける方向性やイノベーションの可能性を限定してしまうという問題である。もう 1 つは、

共通プラットフォームから産まれる製品間の差別化の問題である。コスト削減、製品開発
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スピード向上という利点があるものの、過度なプラットフォームの共通化は、製品の特徴

を失わせ、競争力の低下につながる。かつて 1980 年代に自動車産業で日産自動車とクラ

イスラーが競争力を低下させた要因の１つは、プラットフォームの共通化であったといわ

れている（延岡 , 2006）。  

 

（3）プラットフォーム技術研究 

こういったプラットフォーム戦略／マネジメントに関する議論が、プラットフォーム技

術・部品論研究の系譜の中核を成してきた（Tatikonda, 1999; Krishnan and Gupta, 2001; 

Funk, 2002; MacCormack and Verganti; 2003）。そして、議論の中心は主に、多様な製品

開発の基盤となるプラットフォーム部品であった。日本においては延岡（1996）による自

動車の製品開発研究を経て、延岡（2002）において、製品ドメイン戦略の基本ツールとし

て多様な製品の開発基盤となるプラットフォームが 2 つに分類されている。1 つが、製品

プラットフォーム（本稿でいう「プラットフォーム部品」）であり、例えば自動車のシャー

シや AV 機器のプリント回路など、製品の設計思想、開発の骨組みアーキテクチャとなる

ものである。もう 1 つが、複数製品を貫くコア技術であるプラットフォーム技術であり、

PC や携帯電話の製品群に共通なディスプレイ技術などがこの例となる。  

この後者の「技術」に関しては、「技術」という用語が多義的なこともあり、既存研究に

おいては「プラットフォーム部品」の中で語られてきた部分もあるが、延岡は要素技術の

プラットフォームを独立させた分類をおこなっている（延岡 , 2006）。ここではプラットフ

ォーム技術・部品論の最後に、近年徐々に生成しているプラットフォーム技術に関する研

究を紹介する。  

例えば丸川・安本・今井・許（2003）においては、携帯電話端末メーカーによる PCB

（Printed Circuit Board：プリント基板）プラットフォームの共通化（プラットフォーム

部品）と合わせて、複数のタイプの PCB に搭載するチップセット単位の共通化が「技術

プラットフォーム」（p. 10）として議論されている。榊原（2005）は、企業の技術戦略の

課題として、個別的な技術や製品や事業を連続的に産み出すために、個々の技術や製品を

超えた「豊かな苗床としての技術プラットフォーム」（p. 251）を構築することが重要であ

るとする。また、香山（2006）は、SoC（システム・オン・チップ）の事例研究を通じて、

SoC 分野での企業の成功のためには、「デバイス・プロセス技術、製造技術を統合したシ

リコン技術であるテクノロジー・プラットフォーム」（p. 210）を基盤とした、製品開発の

ための階層的なアプリケーション・プラットフォームを構築することが重要としている

（p.210）。そもそも、これらの議論は、企業における技術戦略のマネジメントの文脈でコ

ア技術として語られてきたものに添うものともいえる。この流れを受け継ぎ、今後もプラ

ットフォーム技術に関する研究群が創生されることが予想される。  

 

 

2．プラットフォーム製品論：基盤型 PF 論 

（1）出口によるプラットフォーム産業研究  

今一度確認しておくと、基盤型 PF 論とは、「各種の補完製品やサービスとあわさって顧

客の求める機能を実現する基盤になる製品やサービス」（根来・加藤 , 2010, p. 81）を扱う

一連の議論である。ここでは、前項のプラットフォーム技術・部品論とは異なり、不特定
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多数の補完業者にオープンに共有されたプラットフォームが議論の対象となる。  

 こういったプラットフォームを経営学において最初に本格的に取り上げたのは、おそら

く出口（1993）である 8。出口は、コンピュータ産業に代表されるネットワーク産業の特

性を考察するにあたって、ネットワーク産業を「何らかの装置やソフトウェアや規格をプ

ラットフォームとして、その上で何らかのサービス提供が可能となる産業」（p. 45）であ

る「プラットフォーム産業」として捉え直した。その後、出口（1995）ではプラットフォ

ームが「サービスの提供者（サーバ）とサービスの利用者（クライアント）の結び付きを

可能とするようなより基本的なサービスを提供してくれる設備やシステム、或いはその規

格のこと」（p.23）とされ、さらに出口（1996）においては、コンピュータのクライアン

ト・サーバーの階層関係を考察対象として、「水平的なクライアント・サーバー関係が成り

立つために、その前提となる垂直的に見て下位のサービスを提供する財やサービス」（p. 

46）が「プラットフォーム財」として定義されている。これら出口の一連の研究において

プラットフォームは「階層的に捉えることができる産業や商品において、上位構造を規定

する下位構造（基盤）」（根来・加藤 , 2006, p. 7）として議論されていると考えられる。  

 

（2）ネットワーク外部性に関する研究群 

ここで補足的にとりあげておきたいのは、出口（1993, 2005）においても取り上げられ

ているが、基盤型 PF 論に影響を与えた理論的系譜としての、情報の経済学における「ネ

ットワーク効果」の研究（Katz and Shapiro, 1985, 1986, 1994; Shapiro and Varian, 1999; 

Rohlfs, 2003）である。一般的にネットワーク効果とは、「ある製品から得られる便益が、

当該製品のユーザーが増えるに従って増大する性質」（神戸大学大学院経営学研究室編 , 

1999, p. 676）のことであり、Katz and Shapiro（1985）は「製品を使う他人の数が増加

することによってもたらされるユーザーの便益」（根来・加藤 , 2008, p. 5）と捉えている。

ネットワーク効果が基盤型製品・サービスの議論にとって重要となるのは、Windows OS

の成功の例を見ると明らかであるが、それがもたらす便益が補完業者やユーザーがプラッ

トフォームを選択する際の重要なインセンティブになるからである（根来・加藤 , 2008）。

それゆえ、基盤型製品・サービスを提供するプラットフォーム事業者の戦略に関して、根

来・加藤は、ネットワーク効果を論じる際に、ネットワークへのアクセス者数だけでなく、

ネットワークへのアクセス価値（頻度と重要度）も考慮することが重要だと指摘する。  

 

（3）Gawer と Cusumano のプラットフォーム・リーダーシップ研究 

話を基盤型製品・サービスの系譜に戻そう。日本においては、出口（1993）以降、それ

と問題意識をともにする研究がいくつか確認される（余田 , 1998; 末松 , 2002; 根来・堤 , 

2004）。他方、海外において基盤型 PF 論を展開したのが Cusumano と Gawer による研

究群である（Gawer and Cusumano, 2002, 2008; Cusumano, 2004; ギャワー・クスマノ , 

2004）である。  

Gawer and Cusumano（2002）は明確な定義とはしていないが、プラットフォームを「さ

まざまな企業によって生産された製品やサービスの 1 つのシステムの中に存在する、ある

                                                  
8 出口（1993）より以前に、企業の情報システム分野において末松（1991）がプラットフォーム概念

を用いているが、これは技術的概念としての検討であるとされる（出口 , 2005）。  
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コア製品」と捉えている（邦訳 , 2005, p. ⅰ）。ここでコア製品とは、「（1）それ自身が進

化するシステムの一部であり、（2）補完的な製品あるいはサービスがなければそれ自身で

は意味がない」（邦訳 , p. 165）ものである。このプラットフォームの説明およびコア製品

の定義から、Gawer and Cusumano は一企業以外の外部の企業が提供する補完製品・サー

ビスを前提とした基盤型 PF 論を展開しているといえる。  

中でもとりわけ重要なのが、インテルやマイクロソフト、NTT ドコモなどを対象とした

「プラットフォーム・リーダーシップ」に関する研究である（Gawer and Cusumano, 2002）。

プラットフォーム・リーダーシップとは「広範な産業レベルにおける特別な基盤技術の周

辺で、補完的なイノベーションを起こすように他企業を動かす能力」（邦訳 , 2005, p. ⅰ）

であり、Gawer and Cusumano はその能力を発揮するためにプラットフォーム・リーダー

のマネージャが決めるべき意思決定テーマを 4 つに分類する（Gawer and Cusumano（邦

訳 , p. 50）は「4 レバー」と呼ぶ）。  

レバー1 は「企業の範囲」であり、これは「何を社内で行い、何を外部の企業にさせる

べきか」、つまり補完製品に関する内外作問題ともいえるべき事項である。レバー2 は「製

品化技術」であり、「システムとしてのアーキテクチャ（モジュール化の度合い）、インタ

ーフェース（プラットフォーム・インターフェースの開放度合）、知的財産（プラットフォ

ームとそのインターフェースに関する情報の外部企業への開示程度）」のことを指す。レバ

ー3 の「外部の補完業者との関係」は、「補完業者との関係は、どの程度、協調的であり、

あるいは競争的であるべきか。どのようにして合意は形成されるのか。利害対立はどのよ

うに処理されるのか」という、補完企業とのパワーバランスに関わる問題である。レバー

4 は「内部組織」であり、これは、「上記の 3 レバーをサポートするため、どのように内部

を組織化するか」という、組織戦略上の課題である 9。  

Gawer and Cusumano はこの 4 レバーの概念整理をもとに事例研究をおこない、プラッ

トフォーム・リーダーが実際にとった行動を分析している。その後、このプラットフォー

ム・リーダーシップの研究を発展させたのが、根来・加藤（2006）、Gawer and Cusumano

（2008）である。根来・加藤は、Gawer and Cusumano（2002）のプラットフォーム概

念にコア技術（テクノロジー）を加えた上で、プラットフォームを含む最終製品の構造を

階層的に捉える。そして、プラットフォームを挟みこむ上位・下位レイヤーを想定したフ

レームワークを提唱し、その際上位・下位レイヤーの補完業者へのインセンティブ付けと

して大きな影響を与える「5 つめのレバー」として「収益モデル」を提案している。一方、

Gawer and Cusumano（2008）は、多くの企業がプラットフォーム・リーダーとなること

に成功していないという現状をみて、それは彼らの戦略がプラットフォーム・リーダーシ

ップの技術面、経営面双方に適切に対処することに失敗しているからであるという問題意

識を投げかける。そして、その両面の課題を克服する戦略として Coring と Tipping とい

う 2 つの戦略オプションを考慮すべきとする。前者は、つまるところプラットフォーム自

体の構造設計問題であり、後者は、前者の設計を前提とした市場におけるプラットフォー

ムの誘因マネジメントであると考えられる。  

 

                                                  
9 以上の 4 レバーそれぞれの定義は、Gawer and Cusumano（2002, 邦訳 , 2005, p.50）にほぼ忠実で

あるが、一部われわれで副詞などを省略してある。  
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（4）エコシステム論とプラットフォーム・リーダーシップ研究 

Gawer and Cusumano（2002）が指摘するプラットフォーム・リーダーシップがめざす

ものは、プラットフォームと補完製品で構成されるシステムである「エコシステム」に対

して強い影響力を持つことである（根来・加藤 , 2006）。ここでは、プラットフォーム・リ

ーダーと補完業者との関連を論じるにあたって、基盤型 PF 論の系譜に関する議論の最後

として、エコシステム 10論に関して言及しておこう（Moore, 1993, 1996; Iansiti and 

Levien, 2004a, 2004b; Adner, 2006; Iansiti, 2008）。  

Iansiti and Levien（2004b）は Moore に影響を受けつつ、「企業間のネットワーク関係

を生物学上のエコシステム (生態系）にたとえて、多数の緩やかに結びついた参加者たちが

共同の発展と生き残りを目的として、相互依存している状態を表す概念」としてエコシス

テム概念を用いる。そして、エコシステムにおける企業の役割をキーストーン、支配者、

ハブの領主、ニッチプレイヤーに分類する。また、生産性、堅牢性、ニッチ創出という、

エコシステムの健全性を測定するための指標を提示した上で、健全なエコシステムにはキ

ーストーンとしての役割を果たす企業とルールとが存在すると指摘する。また、 Iansiti 

and Levien においてプラットフォームとは、エコシステムのメンバーがアクセスポイント

やインターフェースを介して利用可能となる一連のソリューションであり、キーストーン

がエコシステムと価値を共有するための「パッケージ」であるとされる（邦訳 , 2007, p. 

194）。  

Iansiti（2008）は、オンプレミスのソフトウェアからクラウドサービスのソフトウェア

へのイノベーションを事例に、成長するエコシステムには、「選択、機会、相互運用性」と

いう三つの中核的な原理があるとする。「選択」とは、プラットフォーム製品事業社が類似

の補完製品・サービスを提供している場合でも、企業は顧客とパートナーが競合する他社

補完製品・サービスを選択することに寛容であるべきだということである。機会とは、開

発者に対してプラットフォームへのアクセスを促進し、プラットフォーム技術を革新した

り、それを基盤として新しい製品・サービスを創造することを可能にすることである。相

互運用性は、ベンダーは、競合製品の補完製品が利用できるように製品を作るべきだとい

うことである。  

これらの指摘から考えると、 Iansiti and Levien のエコシステム論におけるキーストー

ンは Gawer and Cusumano のいうプラットフォーム・リーダーとほぼ同一の概念と考え

られる。また、 Iansiti and Levien においては、エコシステムのメンバー企業に共通の問

題解決をおこなうことがプラットフォームの主要な機能であることや、プラットフォーム

公開の程度問題の検討など、Gawer and Cusumano の 4 レバーのような、プラットフォー

ム管理の要諦が示されている。加えて、Adner（2006）は、エコシステムが内在する 3 つ

                                                  
10 椙山・高尾（2011）は、従来の研究でエコシステム概念がどう使われてきたかを整理した上で、価

値創造という観点からエコシステムの境界設定を行うことを主張している。この観点から新たに提案さ

れるエコシステムの定義は、「新しい価値システムの構想の実現に対して人工物の開発・生産などによ

って貢献するエージェントの集合体」というものである。この定義は、既存研究のエコシステム概念が

「実体」論（概念の対応物が実際に存在すると想定する）的なものであったのに対して、「構成」論（概

念は分析のために設定される）的なものだと言える。既存研究においては「システムの境界」（何がエ

コシステムの要素なのかの判断基準）が明確ではないとされ、それに対して新たな定義は「価値システ

ムの構想の実現への貢献」という境界の理論的判断基準を示すものだとされる。この定義は、当事者が

エコシステムであると意識してない場合や、プラットフォーム事業者と直接の取引関係や情報関係がな

いエージェントを含めたエコシステム形成の分析の基盤となると主張されている。  
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のリスクを整理する。その 3 つとは、（1）イニシアティブ・リスク、（2）相互依存リスク、

（3）インテグレーション・リスクであり、これらはそれぞれ、エコシステムの中心にな

ろうとする企業とエコシステムに関わる企業との間で発生するマネジメント上の問題であ

る。この論点は 4 レバーを行使する際のリスクマネジメントの要諦として読みかえること

ができるものといえる。つまり、エコシステム論の議論は、プラットフォーム・リーダー

シップの議論と重なる部分もあるが、補完業者との関連をより総体的に捉えた立場に立っ

たものであるといえよう。ここで総体的とは、エコシステム全体の価値の維持、拡大の観

点がより強調されるという意味である。  

 

3．プラットフォーム製品論：媒体型 PF 論 

（1）國領によるプラットフォーム・ビジネス研究 

本稿における媒体型 PF 論とは、「プレイヤーグループ内やグループ間の意識的相互作用

の場を提供する製品やサービス」（根来・加藤 , 2010, p. 81）を対象とする議論である。こ

の意味において初期的な研究は、國領を中心とした研究グループである（今井・國領編 , 

1994; 國領 , 1995; 國領 , 1999）。  

1990 年代の初頭、電子市場的な取引（Malone, Yates and Benjamin, 1987）が進行する

ことによって、あらゆる中間業者が排除されるであろうという議論が起こった。しかし、

國領が所属していたハーバード・ビジネススクールの研究チームにおいて、先端的なネッ

トサービスの事例研究を通じて（Konsynski, Warbelow and Kokuryo, 1989）、企業と消費

者との電子商取引においては取引主体間の信頼が重要となること、そして、その信頼を付

与するのは既存の中間業者とは異なる存在であることが示唆された（國領 , 2011）。また当

時、直接的には「プラットフォーム」という用語を用いてはいないものの 11、同じハーバ

ード・ビジネススクールの Rayport and Sviokla（1994）によって上記の事例研究を踏ま

えた問題意識の近い研究がなされている。  

その後、國領は上記の既存の中間業者とは異なる存在をプラットフォーム・ビジネスと

命名し、「誰もが明確な条件で提供を受けられる商品やサービスの供給を通じて、第三者間

の取引を活性化させたり、新しいビジネスを起こす基盤を提供する役割を私的なビジネス

として行っている存在」として定義した（今井・國領編著 , 1994）。これはまさに上記の媒

体型 PF 論の定義の範疇にあるものと考えられる。  

プラットフォーム・ビジネスの事例として当時研究対象となっていたのは、クレジット

カードや中古車オークションサイト、日雑業界の業界情報インフラなど、まさに仲介ビジ

ネスと呼べるものであった（國領 , 1999）。それら事例の分析から、國領（1999）は、プ

ラットフォーム・ビジネスを、事例のようなネットワーク上での取引を成立させるための

5 つの機能―（1）取引相手の探索、（2）信用（情報）の提供、（3）経済価値評価、（4）標

準取引手順、（5）物流など諸機能の統合―を提供するものとして整理している。  

その後、こうした國領の研究の問題意識を受けて、根来・木村（1999, 2000）はプラッ

トフォーム・ビジネスの概念整理を進めた。具体的には、國領の提唱したプラットフォー

ム・ビジネスを、以下の 3 つに分類した（根来・木村 , 1999）。1 つめは、不特定の主体間

                                                  
11 Rayport and Sviokla（1994）に影響を受けた、根来・小川（2000, 2001）では、Rayport and Sviokla
が用いた「コンテキスト」という概念を「プラットフォーム」と置き換えている。  
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の生産や商取引を可能にする基盤を提供する私的ビジネスである「インフラ型プラットフ

ォーム・ビジネス」であり、クレジットカートビジネスやアプリケーション・サービスプ

ロバイダーなどがこれにあたる。2 つめは、「取引仲介型プラットフォーム・ビジネス」で

あり、これは主体間に介在して、第三者間の取引を活性化させる私的ビジネスを指す。具

体例としては、不動産業者、情報誌ビジネス、オークションビジネスなどが該当する。3

つめは取引仲介型プラットフォーム・ビジネスの部分集合であり、インターネットにおけ

る複数の第三者間のコミュニケーションに介在し、商取引を活性化させる私的ビジネスで

ある。國領が指摘する中古車オークションサイトなどが具体例となるこのビジネスは「イ

ンターネット・プラットフォーム・ビジネス」と名付けられた。  

 

（2）Two-Sided Markets 理論研究 

 媒体型 PF 論で議論の対象となるプラットフォーム製品・サービスは、複数のプレイヤ

ーの相互作用がおこなわれる場であり、2 つ以上のプレイヤーの「サイド」（プレイヤー・

グループ）を持つこととなる。これら 2 つ以上の複数サイドを持つプラットフォームの経

済原理を扱った議論は経済学において、Two（Multi） -Sided Markets 理論（ツー（マル

チ）サイド・マーケット理論）として理論化が追求されている（Caillaud and Jullien, 2003; 

Rochet and Tirole, 2003; Hagiu, 2008; Evans and Schmalensee, 2010）。  

Two-Sided Markets 理論は、Rochet と Tirole による議論を中心として発展してきた

（Rochet and Tirole, 2003, 2006）。Rochet and Tirole（2003）は Two-Sided Markets を、

「二つ以上の異なるタイプの顧客を対象とするプラットフォームを持つ製品があって、そ

の顧客が相互に依存し合い、共同で関与することでプラットフォーム価値を拡大させてい

るもの」と捉える。例えばクレジットカード（カード会員と加盟店の相互作用）、動画投稿

サイト（視聴者とコンテンツプロバイダー、広告主の相互作用）などが Two-Sided Markets

の例といえる。  

これら Two-Sided Markets のサイド「間」には、（間接）ネットワーク外部性が働くこ

とが特徴である（福家 , 2008）。例えば、クレジットカードは、利用できる加盟店が多けれ

ば多いほどカード会員の利便性は増大するし、カード会員が多ければ多いほど加盟店の収

入は増大する、という構造となる。Evans and Schmalensee（2010）は、Two-Sided Markets

における間接ネットワーク効果 12（後述するサイド間とほぼ同義）と直接ネットワーク効

果（後述するサイド「内」ネットワーク効果とほぼ同義）の大きさが大きく変化する屈曲

点＝クリティカルマスについて数学的モデルを使って論じている。  

 近年、これらの経済学分野における理論研究に影響を受けた、媒体型 PF 論の立場によ

るプラットフォーム研究が経営学でも進んでいる（Eisenmann, Parker and Van Alstyne, 

2006; Hagiu and Yoffie, 2009）。下記ではその議論の内容と核となる概念を確認する。こ

のプラットフォーム研究が、媒体型 PF 論の系譜では現在最前線にあるものと考えられる。 

 

（3）Two-Sided Platform 戦略研究 

Two-Sided Markets 理論からの影響を受けて、経営学におけるプラットフォーム研究に

                                                  
12 筆者の知る限りでは、Shapiro and Varian（1999）に「間接ネットワーク効果」概念が初めて登場

する。  
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おいて Two（Multi） -Sided Platform 戦略（ツー（マルチ）サイド・プラットフォーム戦

略）を展開するのが、Eisenmann と Paker、Van Alstyne を中心とする研究グループであ

る。Eisenmann, Parker and Van Alstyne（2006）はプラットフォームを「異なる 2 種類

のユーザー・グループを結びつけ 1 つのネットワークを構築するような製品やサービス」

（邦訳 , 2007, pp. 69-70）と定義する。Two-Sided Platform 戦略を採用しているプラット

フォームの例としては、クレジットカード（消費者と加盟店）、OS（消費者とアプリケー

ション開発者）、インターネット検索（検索社と広告主）、ショッピング・モール（買い物

客と小売店）などがあげられる。  

 この戦略における重要な概念の 1 つが、ユーザー・グループ間に存在する「ネットワー

ク 効 果 」 で あ る （ Armstrong, 2006; Eisenmann, Parker and Van Alstyne, 2006; 

Eisenmann, 2007）。ここで、ネットワーク効果には 2 つの種類が存在する。1 つが「サイ

ド間ネットワーク効果」である。これは、片方のグループ（サイド）のユーザーが増加す

ると、もう片方のユーザー・グループにとってプラットフォームの価値が向上あるいは下

落する現象であり、例えばアドビ  システムズ（Adobe Systems）の PDF Reader を見る

と、各サイトで公開されている PDF 形式のファイルが多ければ多いほど、PDF Reader

を利用するユーザーが増えるといったことである。もう１つは、「サイド内ネットワーク効

果」である。これは、ユーザーの数が増えると、そのユーザーが属するグループにとって、

プラットフォームの価値が向上あるいは下落する現象を指しており、例えば、PDF Reader

を利用している知人が多ければ多いほど、PDF 形式のファイルによる交換が知人間で容易

となる、といったことである。これらネットワーク効果のマネジメントが、プラットフォ

ームの価値向上、ひいては特定のプラットフォームが一人勝ち（Winner Take All）とな

る要因の 1 つとなる。  

 Two-Sided Platform 戦略の検討に際してもう 1 つ重要な概念が「マルチホーミング・コ

スト」である。マルチホーミングとは複数のプラットフォームを並行して使用することで

あり、ホーミング・コストとはプラットフォームの導入から運用、さらにはその除却に至

るまで、ユーザーがプラットフォームに参加し続けるための総コストを指す（Eisenmann, 

2007）。ここで、マルチホーミング・コストが高いほどプラットフォームは一人勝ちにな

りやすいという特徴がある。例えば、異なる 2 つの SNS を利用しようとしても、両方を

使用するのに手間がかかれば、そのうちに利用されるのはどちらか片方の SNS になるだ

ろう。Two-Sided Platform 戦略を進めるプラットフォーム事業者にとっては、このマルチ

ホーミング・コストの存在を見極めて、それをマネジメントしていくことが、自社プラッ

トフォームの一人勝ち、あるいはトップ企業への対抗につながりうるだろう。  

 Two-Sided Platform 戦略研究を進める Eisenmann, Parker and Van Alstyne（2007, 

2011）が具体的なプラットフォーム企業の戦略として概念化したのが、プラットフォーム

包囲（Platform Envelopment）戦略である。彼らは、プラットフォーム製品・サービスに

関して、「飛躍的イノベーションやシュムペーターの創造的破壊を必要としないプラットフ

ォーム・リーダーシップの交代メカニズム」として同戦略を提案する。より具体的には、

「共通のコンポーネントならびに（あるいは）共有の顧客関係を活用し、複数のプラット

フォームをバンドルする形で、自分自身の機能とターゲット事業者の機能を結合すること

で実現される、あるプラットフォーム事業者による他の事業者の市場への参入」戦略とさ

れる。事例としては、マルチメディアビューワー市場のリーダーであったリアルネットワ
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ークス（Real Networks）の Real Player に対して、マイクロソフト（Microsoft）が Windows 

OS に Media Player を無償バンドルして参入した戦略があげられる。  

 こういった Eisenmann らの研究と並行して、Hagiu らも Two-Sided Markets を対象し

た研究を進めている（Evans, Hagiu and Schmalensee, 2006; ハジウ , 2006; Hagiu, 2008; 

Hagiu and Yoffie, 2009）。Hagiu and Yoffie（2009）は、一般にプラットフォーム事業者

の立場で議論を行うことが多い他の研究と異なり、補完事業者の観点からの研究として特

記すべきものである。具体的には、補完事業者の Multi-Sided Platform への参画において、

適切な Multi-Sided Platform を選択するための要諦が示されており、とりわけ留意すべき

ポイントとして、（1）同じプラットフォーム上で事業を展開するライバルとの差別化をい

かに図るか、（2）Multi-Sided Platform によってみずからの立場を脅かされるリスクをい

かに軽減するか、の 2 つが示されており（邦訳 , 2009, p.31）、補完事業者側から見た行動

基準が提案されているところが特徴的である。  

 

（4）パラレルプラットフォーム市場論 

 根来・釜池・清水（2011）は、ツーサイドプラットフォームの理論を発展させた、パラ

レルプラットフォーム市場論を提起している。パラレルプラットフォーム市場とは、ツー

サイドプラットフォームが二つセットになった市場のことである。例えば、Web ブラウザ

ー、動画ソフトウェア、電子書籍、音楽配信などの市場がそれに当たるとされ、正確には、

「共通のプラットフォーム（規格や仕様等の PF 間インターフェース＝結合プラットフォ

ーム）によって媒介される、補完製品（コンテンツなど）の供給プラットフォームと補完

製品の使用プラットフォームが並列的にセットとして存在している市場」と定義される。  

根来・釜池・清水は、この市場特有の戦略課題を論じるもので、ツーサイドプラットフォ

ームの戦略課題である（1）ネットワーク効果のマネジメント、（2）利益格差のマネジメ

ント、（3）マルチホーミングのマネジメントに加えて、（4）二つのプラットフォーム製品

のセット製品化のマネジメントと、（5）結合プラットフォームのマネジメントが、パラレ

ルプラットフォーム特有の戦略課題として存在するとされる。  

 

 

Ⅳ．経営学におけるプラットフォーム論の今後の展望 

 

 さて、ここまで経営学におけるプラットフォーム戦略論の系譜を、3 つの流れごとに確

認してきた。ここでは、その系譜が今後どのようになっていくかという展望に関して、現

在進行形の研究を示しつつ、特にプラットフォーム製品論に関して 2 つの視点から取りま

とめたい。  

 

1．プラットフォーム製品論における基盤型 PF 論と媒体型 PF 論の融合 

 経営学におけるプラットフォーム論のうちプラットフォーム製品論に関しては、基盤型

PF 論と媒体型 PF 論という 2 つの側面からそれぞれ独立して研究が進められてきたという

ことは、上でみた通りである。これらはプラットフォーム製品・サービスの特徴を、それ

ぞれある 1 つの側面から切り取ったものであったが、現実にはプラットフォーム製品・サ

ービスは基盤製品・サービスとしての側面と、媒体としての側面の双方を有している。  
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例えば、ソーシャル・ゲームを思い浮かべてみよう（図表 2）。ソーシャル・ゲームは 1

つの側面としては、ゲームのユーザーとアプリケーション提供業者との相互作用の場とな

る媒体型のプラットフォームである。しかし、その一方で、ソーシャル・ゲームは、ソー

シャル・ゲームの利用にあたって必要となる決済サービスやプレイヤー間のコミュニ  

ケーション・サービスなどを補完製品（サービス）と捉えると、基盤製品・サービスとし

ても捉えることが可能となる。  

 
図表 2：プラットフォーム製品・サービスの 2 つの側面 

ソーシャル・ゲーム

決済 コミュニケーション

ソーシャル・ゲーム

ユーザー
アプリケー
ション業者

媒体型PF論からみたソーシャル・ゲーム 基盤型PF論からみたソーシャル・ゲーム

 
出所：筆者作成  

 

これはつまり、製品やサービスによってどちらかの側面がより強いことはあるが、プラ

ットフォーム製品・サービスは、必ず基盤機能とメディア機能の両方の機能を持っている

ということである。このプラットフォーム製品論の 2 つの側面の表裏一体構造から、基盤

型 PF 論と媒体型 PF 論とを融合させて考察している研究として根来・加藤（2010）があ

る。根来・加藤は、プラットフォーム製品・サービスのこの構造に着目し、プラットフォ

ーム製品・サービスを「各種の補完製品・サービスや補完コンテンツとあわさって顧客の

求める機能を実現する基盤になり、プレイヤーグループ間の意識的相互作用の場となる製

品やサービス」（p. 81）と統合的に定義している。  

 プラットフォーム製品・サービスが 2 つの側面を持っていることを前提とすると、プラ

ットフォーム製品論に関する今後の独自の研究課題としては下記が考えられる。例えば、

媒体機能に関しては、収益モデルの工夫や一人勝ちの追求あるいは対抗メカニズムなど、

サイド間ネットワーク効果を高めるためのマネジメントとはどのようなものかを追求して

いく必要があるだろう。また、基盤機能に関しては、補完製品・サービスを前提にした製

品機能戦略や補完業者のインセンティブ設計など、補完製品・サービスのマネジメント問

題が研究課題となりうる。重要なことはこれら 2 つの側面の研究課題を単独で取り扱うの

ではなく、プラットフォーム製品全体の価値向上という視点をもって一体的に検討してい

く必要があるということである。プラットフォーム製品・サービスの一人勝ちメカニズム

を検討した根来・加藤（2010）などはその流れに立つ研究である。  

 

2. 社会プラットフォーム論への展開 

 もう 1 つの展望として考えられるのが、研究対象の拡張である。本稿の冒頭でも少し触

れたが、近年、社会インフラを対象として、社会における価値創造をプラットフォーム概

念によって論じる研究が生まれてきている。  

 例えば、國領（2006a, 2006b, 2011）などにおいては、地域活性化のための地域情報プ
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ラットフォームの設計と構築、運用に関する議論がおこなわれている。國領は、その際の

主体間の相互作用を適度に制約するものとして、語彙（概念の共有）、文脈（伝達のプロト

コル）、文法（共通体験による経験の解釈）、規範（行動のルール）という 4 つからなる「言

語空間としてのプラットフォーム」を指摘する。地域活性化に関わる主体がこのプラット

フォームによって制約されていることがむしろ、主体間の信頼や協働を成立させるための

インセンティブを醸成させるというのである。  

 國領のこれらの研究は、プラットフォームが設計可能な人工物である（國領 , 2011）と

いう思想を、社会におけるプラットフォームにも適応した上で、プラットフォーム製品論

の媒体型 PF 論に関する研究（國領 , 1995, 1999）を拡張させていくものと考えられる。確

かに、ビジネスにおけるプラットフォームと社会におけるプラットフォームは、その設計

思想において重なりを持つ部分もあるだろう。しかし、社会プラットフォームの設計と構

築は、プラットフォームが埋め込まれる社会の文脈を意識する必要がある（國領 , 2011）。

例えば、地域における信頼関係や既存の地域コミュニティとの関係などがそれである。そ

ういった、社会プラットフォーム特有の要因を考慮に入れた上でプラットフォーム製品論

を拡張させた「社会プラットフォーム論」とでもいえるべき研究分野の検討が、今後のプ

ラットフォーム論の課題の 1 つであろう。その際、例えばコミュニティ科学論（金子 , 1999; 

金子・玉村・宮垣編著 , 2009）やボランティア・NPO 論（田尾・川野編著 , 2004）などの、

政策学的視点を取り入れることは有用であるかもしれない。  

 

 

Ⅴ．結語 

 

 本稿においては、経営学におけるプラットフォーム論研究の系譜、そして研究の最前線

を、（1）プラットフォーム技術・部品論、（2）プラットフォーム製品論：基盤型 PF 論、

（3）プラットフォーム製品論：媒体型 PF 論の 3 つの流れごとに確認してきた（図表 3）。  

プラットフォーム技術・部品論に関しては、自動車の製品開発研究を出自としつつも、

その後幅広い分野の製品開発を対象としたプラットフォーム戦略／マネジメントが展開さ

れていることを確認した。また、プラットフォーム技術に関しても、技術戦略の文脈に沿

った研究がなされてきたことを指摘した。基盤型 PF 論は、出口（1993）による議論を原

初的としつつ、Gawer and Cusumano（2002）のプラットフォーム・リーダーシップとそ

れに関連した Iansiti and Levien（2004b）などによるエコシステム論が系譜の中心であ

った。媒体型 PF 論は、國領（1995, 1999）などによるプラットフォーム・ビジ  

ネスを対象とした研究と、近年における経済学理論の進展に影響を受けた Eisenmann や

Hagiu による Two-Sided Platform 戦略に関する一連の議論が大きな 2 つの流れとなって

いた。  

 また、これらの流れの今後の展望として、プラットフォーム製品論における基盤型 PF

論と媒体型 PF 論との融合、社会プラットフォーム論への展開、というプラットフォーム

論の 2 つの発展方向を例として提示した。われわれに求められるのは、先行研究の流れを

明確に意識して、研究対象となるプラットフォームを混同させることなく、プラットフォ

ーム論固有の研究課題を探究することにあるといえよう。本稿が、そのための「先行研究

の流れの構造化と分類」に役立っていれば幸いである。 
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図表 3：経営学におけるプラットフォーム論の系譜と主要研究 

プラットフォーム論の種類 研究の種類 主要文献

プラットフォーム
技術・部品論

自動車の製品開発における
プラットフォーム共通化

Wheelwright and Sasser（1989）; Wheelwright and Clark（1992）; Meyer and 
Utterback（1993）; 延岡（1996）; Meyer and Lehnerd（1997）

製品開発におけるプラット
フォーム戦略・マネジメント
（Meyerの研究グループ）

Meyer and Lopez（1995）; Meyer and Zack（1996）; Meyer and Seliger（1998）; 
Meyer（1997）; Meyer and DeTore（1999）

製品開発におけるプラット
フォーム戦略・マネジメント
（Meyerらのグループ以外）

Eisenhardt and Tabrizi（1995）; Tatikonda（1999）; McGrath（2000）; Muffatto
and Roveda,（2000）; Krishnan and Gupta（2001）; Funk（2002）; MacCormack
and Verganti（2003）; 延岡（2006）

プラットフォーム技術 延岡（2002, 2006）; 丸川・安本・今井・許（2003）; 榊原（2005）; 香山（2006）

プラットフォーム製品論：
基盤型PF論

ネットワーク外部性
【基盤型PF論に影響】

Katz and Shapiro（1985, 1986, 1994）; Shapiro and Varian（1999）; Rohlfs
（2003）; 根来・加藤（2008）

基盤型製品・サービス、
プラットフォーム産業

出口（1993, 1995, 1996, 2005）; 余田（1998）; 末松（2002）;  根来・堤（2004）

プラットフォーム・リーダー
シップ

Gawer and Cusumano（2002, 2008）; Cusumano（2004）; ギャワー・クスマノ
（2004）; 根来・加藤（2006）

エコシステム論
【基盤型PF論と関連】

Moore（1993, 1996）; Iansiti and Levien（2004a, 2004b）; Adner（2006）; Iansiti
（2008）

プラットフォーム製品論：
媒体型PF論

プラットフォーム・ビジネス Konsynski, Warbelow and Kokuryo（1989）; Rayport and Sviokla（1994）;今井・
國領編著（1994）; 國領（1995. 1999）; 根来・木村（1999, 2000）

Two-Sided Markets理論
【Two-Sided Platform戦略研
究に影響】

Rochet and Tirole（2003, 2006）; Caillaud and Jullien（2003）; Evans & 
Schmalensee（2010）

Two-Sided Platform戦略 Eisenmann, Parker and Van Alstyne（2006, 2007, 2011）; Evans, Hagiu and 
Schmalensee（2006）; ハジウ（2006）; Eisenmann（2007）; Hagiu （2008）; 
Hagiu and Yoffie（2009）

パラレルプラットフォーム市
場論

根来・釜池・清水（2011）

 
出所：筆者作成  
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